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＜資料２＞

放課後児童クラブ関係・令和２年度予算案の概要

令和２年度「学校を核とした地域力強化プラン」
の予算案に係るブロック説明会資料



放課後児童健全育成に係る主要事項
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クラブ数

利用できなかった児童数（待機児童数）

登録児童数

○クラブ数 ２５，８８１か所

（参考：全国の小学校19,277校）

○支援の単位数 ３３，０９０単位

○登録児童数 １，２９９，３０７人

○利用できなかった児童数（待機児童数） １８，２６１人

【事業の内容、目的】

【現状】（令和元年５月現在）

放課後児童クラブの概要
共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適切
な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

（平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行）
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】

（か所） （人）

※各年5月1日現在（厚生労働省調）

○「新・放課後子ども総合プラン」（平成30年９月14日策定）を踏まえ、放課後児童

クラブについて、2021年度末までに約25万人分（約122万人から約147万人）を

整備し、待機児童解消を目指し、その後も女性就業率の上昇を踏まえ2023年

度末までに計約30万人分（約122万人から約152万人）の受け皿整備を図る。ま

た、子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの

役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］



放課後児童クラブの現状①
○登録児童数の規模別の状況 ○終了時刻の状況（平日）

○設置場所の状況 ○学年別登録児童数の状況

※令和元年５月１日現在
（厚生労働省調）

（参考）１９年

登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの
支援の単位が全体の約７３％を占めている。

１８時半を超えて開所しているクラブが全体の約５７％を占
めており、増加傾向にある。

設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校
敷地内の専用施設が約２５％と小学校内での合計
が約５４％、児童館・児童センターが約１０％で
ある。

小学４年生以上の割合が前年比で増加している。
小学１年生と小学２年生の割合が前年比で減少している。

（参考）平成３０年

（参考）平成３０年

（参考）平成３０年

（参考）平成３０年

※平日に開所されているクラブ数（25,872）に対する割合

※平日に開所されているクラブ数（25,315）に対する割合
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９人以下

808支援の単位

（2.4%）

１０人～１９人

2,177支援の単位

（6.6%）

２０人～３５人

11,195支援の単位

（33.8%）３６人～４５人

9,907支援の単位

（29.9%）

４６人～５５人

4,708支援の単位

（14.2%）

５６人～７０人

2,910支援の単位

（8.8%）

７１人以上

1,385支援

の単位

（4.2%） ９人以下

800支援の単位

（2.5%）

１０人～１９人

2,210支援の単位

（7.0%）

２０人～３５人

10,937支援の単位

（34.6%）３６人～４５人

9,416支援の単位

（29.8%）

４６人～５５人

4,115支援の単位

（13.0%）

５６人～７０人

2,810支援の単位

（8.9%）

７１人以上

1,355支援の単位

（4.3%）

小学１年生

40.3万人
（31.0%）

小学２年生

35.9万人
（27.6%）

小学３年生

28.2万人
（21.7%）

小学４年生

14.9万人
（11.5%）

小学５年生

7.1万人
（5.4%）

小学６年生

3.6万人
（2.7%）

小学１年生

38.7万人
（31.4%）

小学２年生

34.5万人
（28.0%）

小学３年生

26.8万人
（21.7%）

小学４年生

13.8万人
（11.2%）

小学５年生

6.4万人
（5.1%）

小学６年生

3.2万人
（2.6%）

その他

0.05万人

（0.0%）
学校余裕教室

7,492か所

（28.9%）

学校敷地内

6,375か所

（24.6%）
児童館

2,499か所

（9.7%）

公的施設等

3,514か所

（13.6%）

その他

6,001か所

（23.2%） 学校余裕教室

7,362か所

（29.1%）

学校敷地内

6,226か所

（24.6%）
児童館

2,564か所

（10.1%）

公的施設等

3,466か所

（13.7%）

その他

5,710か所

（22.5%）

１７：００まで

215か所

（0.8%）

17：01～18：00
5,171か所

（20.0%）

18：01～18：30
5,787か所

（22.4%）

18：31～19：00
12,749か所

（49.3%）

１９：０１以降

1,950か所

（7.5%）

１７：００まで

172か所

（0.7%）

17：01～18：00
5,542か所

（21.9%）

18：01～18：30
5,626か所

（22.2%）

18：31～19：00
12,109か所

（47.8%）

１９：０１以降

1,866か所

（7.4%）



公立公営

8,592か所

（33.2%）

公立民営

11,970か所

（46.3%）

民立民営

5,319か所

（20.6%）

放課後児童クラブの現状②

○設置・運営主体別実施状況 ○待機児童数の学年別の状況

○放課後児童支援員等の状況

常勤職員が全体の約３３％を占める。

①雇用形態別の人数 ②支援の単位あたりの人数

５人以上従事しているところが全体の約４１％を
占める。

設置・運営主体別実施状況でみると、公立公営が
全体の約３３％、公立民営のクラブが約４６％、
民立民営が約２１％を占めている。

待機児童数の学年別の状況でみると、低学年（小学１年生から
小学３年生）は前年比で７２人減少し、高学年（小学４年生から
小学６年生）は前年比で１，０５４人増加した。

社会福祉法人 3,586か所（13.9％）

ＮＰＯ法人 1,707か所（6.6％）

運営委員会・
保護者会

3,667か所（14.2％）

その他 3,010か所（11.6％）

社会福祉法人 1,670か所（6.6％）

ＮＰＯ法人 836か所（3.3％）

運営委員会・
保護者会

1,465か所（5.8％）

その他 1,131か所（4.5％）
（参考）平成３０年

（参考）平成３０年

（参考）平成３０年

（参考）平成３０年
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※令和元年５月１日現在
（厚生労働省調）

社会福祉法人 1,768か所（6.8％）

ＮＰＯ法人 886か所（3.4％）

運営委員会・
保護者会

1,363か所（5.3％）

その他 1,302か所（5.0％）

公立公営

8,740か所

（34.5%）

公立民営

11,486か所

（45.3%）

民立民営

5,102か所

（20.1%）

社会福祉法人 3,585か所（14.2％）

ＮＰＯ法人 1,555か所（ 6.1％）

運営委員会・
保護者会

3,604か所（14.2％）

その他 2,742か所（10.8％）

小学１年生

2,352人
（12.9%）

小学２年生

2,027人
（11.1%）

小学３年生

4,345人
（23.8%）

小学４年生

5,720人
（31.3%）

小学５年生

2,838人
（15.5%）

小学６年生

979人
（5.4%）

小学１年生

2,667人
（15.4%）

小学２年生

2,113人
（12.2%）

小学３年生

4,016人
（23.2%）

小学４年生

5,312人
（30.7%）

小学５年生

2,304人
（13.3%）

小学６年生

867人
（5.0%）

常勤職員
36.220人
（25.2%）

常勤職員以外
107,449人
（74.8%）

2人

5,761支援

の単位

（18.2%）

3人

7,163支援

の単位

（22.6%）

4人

6,557支援

の単位

（20.7%）

5人以上

12,162支援

の単位

（38.4%）

常勤職員
51,105 人
（33.3%）

常勤職員以外
102,309 人
（66.7%）

2人

5,448 支援

の単位

（16.5%）

3人

7,149 支援

の単位

（21.6%）

4人

6,843 支
援の単位

（20.7%）

5人以上

13,650 支
援の単位

（41.3%）



新・放課後子ども総合プラン

○そのため、引き続き共働き家庭等の「小1の壁」・「待機児童」を解消するとともに、全ての児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活
動を行うことができるよう、放課後児童クラブと放課後子供教室の両事業の計画的な整備等を推進するため、下記のとおり目標を設定し、新たなプ
ランを策定。

■放課後児童クラブについて、2021年度末までに約25万人分を整備し、待機児童解消を目指し、その
後も女性就業率の上昇を踏まえ2023年度末までに計約30万人分の受け皿を整備（約122万人⇒約152万人）

（2018（平成30）年９月14日公表）

「新・放課後子ども総合プラン」に掲げる目標（2019～2023年）

○現行プランにおける放課後児童クラブ、放課後子供教室の両事業の実績は、放課後児童クラブの約30万人分整備が順調に進むなど、大きく伸びて
いるが、近年の女性就業率の上昇等により、更なる共働き家庭等の児童数の増加が見込まれており、「小1の壁」を打破するとともに待機児童を
解消するため放課後児童クラブの追加的な整備が不可欠な状況。

○小学校内で両事業を行う「一体型」の実施は、増加傾向にあるものの目標への到達を果たしていない。一方で、地域の実情に応じて社会教育施設
や児童館等の小学校以外の施設を活用して両事業を行い、多様な体験・活動を行っている例も見られる。

背景・課題

■全ての小学校区で、両事業を一体的に又は連携して実施し、うち小学校内で一体型として１万箇所
以上で実施することを目指す。

■子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの
自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

■両事業を新たに整備等する場合には、学校施設を徹底的に活用することとし、新たに開設する放課
後児童クラブの約80％を小学校内で実施することを目指す。
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「新・放課後子ども総合プラン」において示す目標（抜粋）
放課後児童クラブの量的拡充を図り、2021年度末までに約25万人分を整備し待機児童の解消を目指し、女性就業率
の上昇を踏まえ2023年度末までにさらに約５万人分を整備し、５年間で約30万人分の受け皿を整備する。
122万人⇒152万人

放課後児童クラブの受け皿整備（「新・放課後子ども総合プラン」）

「放課後子ども総合プラン」
（４年間）

2015（Ｈ27）年度
2018（Ｈ30）

年度末
2023年度末

約30万人増

2021年度末

待機児童数

女性(25-44歳)就業率

ゼロ

80％

小１の壁の解消、小１の利用率が保
育（３～５歳児）の８割程度
３年間で約25万人分の受け皿を整備

約1.7万人（H29.5)

約25万人増

72.7％(H28)

自治体を支援し､３年間で待機児童を解消

約5万人増

目標値
122万人

目標値
152万人

放課後子ども総合

プランの１年前倒し

「新・放課後子ども総合プラン」
（５年間）

登録児童数 約117万人（H29.5)

（2018（平成30）年９月14日公表）



令和２年度予算案
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運営費の負担の考え方

1 / 3

1 / 3

1 / 3
国

1 / 6
都道府県

1 / 6
市区町村

1 / 6

保護者
1 / 2

※国(1/6)は事業主拠出金財源

放課後児童クラブ関係予算のポイント

令和２年度予算案の主な内容

１ 施設整備費の国庫補助率嵩上げ 【2016（平成28）年度からの継続】

○公立の場合：（嵩上げ前）国１／３、都道府県１／３、市区町村１／３
→（嵩上げ後）国２／３、都道府県１／６、市区町村１／６

２ 放課後児童クラブ運営費

（１）放課後子ども環境整備事業

既存施設を活用して、新たに放課後児童クラブを実施するため
の改修等の補助。

（２）放課後児童クラブ支援事業

障害児受入れクラブへの専門的知識等を有する職員の配置や
量的拡充のための市区町村の支援策等に対する補助。

（３）障害児受入強化推進事業

障害児を３名以上受け入れた場合の加配職員及び医療的ケア児
に対する支援に必要な専門職員の配置等に要する経費の補助。

（４）小規模放課後児童クラブ支援事業

19人以下の小規模クラブにおける職員の複数配置の経費補助。

（５）放課後児童支援員の処遇改善
▶18:30を超えて開所するクラブに対し、放課後児童支援員等の処
遇改善経費の補助。

▶放課後児童支援員の勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善
に要する経費の補助。

（６）要支援児童等対応推進事業（令和２年度新規）
要支援児童等の支援のための職員配置の経費補助。

（参考）

約122万人
(予算)

2018年度 2019年度

約152万人

（新たなプランに掲げる
目標値）

約30万人分

新たなプランの期間（2019～2023年度）

2023年度

令和元年度予算 ８８８億円 → 令和２年度予算案 ９７８億円
（うち、子ども・子育て支援交付金 令和２年度予算案 ８１２億円）

約130万人
(予算)

約139万人
(予算案)

2020年度

9

○ 「新・放課後子ども総合プラン」（平成30年９月14日策定）を踏まえ、放課後児童クラブについて、2021年度末まで
に約25万人分（約122万人から約147万人）を整備し、待機児童解消を目指し、その後も女性就業率の上昇を踏ま
え2023年度末までに計約30万人分（約122万人から約152万人）の受け皿整備を図る。また、子どもの主体性を尊
重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

○ 地方分権一括法による「従うべき基準」の参酌化に伴い、常時職員１名配置とするクラブ等について、職員配置等に応
じた補助基準額を設定する。

○ 実施主体：市区町村（特別区を含む）



放課後児童対策について

１ 放課後児童クラブ運営費等（内閣府予算）
「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、2021年度末までに約25万人分（約122万人から約147万人）の受け

皿を整備し待機児童の解消を目指し、2023年度末までに計約30万人分（約122万人から約152万人）の受け
皿の整備に向け、放課後児童クラブの受入児童数の拡大を図る。

２ 放課後児童クラブ施設整備費（内閣府予算）
市町村が、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画に位置づけた放課後児童クラ

ブの整備を行うための経費に対する補助を行う。また、待機児童が発生している市区町村等における施設整
備費の国庫補助率嵩上げ（公立の場合：国１／３→２／３）を継続する。

３ 放課後児童対策の推進（厚労省予算）
放課後児童対策の推進を図るため、児童館、公民館等の既存の社会資源の活用や、小規模・多機能による

放課後の子どもの居場所の確保を促進する。また、放課後児童クラブの育成支援の内容の質の向上や安全
確保を図るため、放課後児童クラブを巡回するアドバイザーを市区町村等に配置する事業等を実施する。

４ 放課後児童支援員等研修（厚労省予算）
放課後児童クラブの質が確保されるよう、放課後児童支援員等に対する研修を行うための経費に対する補

助を行う。

（参考）

約122万人
(予算)

2018年度 2019年度

約152万人

（新たなプランに掲げる
目標値）

約30万人分

新たなプランの期間（2019～2023年度）

2023年度

約130万人
(予算)

約139万人
(予算案)

2020年度
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（注）金額は令和２年度予算案額（（ ）内は令和元年度予算額）

１．運営費等 ８１２億円（７３１億円）
※補助率：国１／３、都道府県１／３、市区町村１／３

（１）量的拡充
① 放課後児童健全育成事業（運営費）

（ア）事業内容
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、

児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るために要する費用の補助を行う。な
お、地方分権一括法による従うべき基準の参酌化に伴い、常時職員１名配置とする等のクラブについて、職員配置に
応じた補助基準額を設定する。

（イ）補助基準額 ※それぞれ児童数36～45人の場合

（ⅰ）設置運営基準どおり放課後児童支援員等を配置した場合
補助基準額（案） ： [ P ] 千円 （４，４８４千円）

（ⅱ）放課後児童支援員１名のみの配置とした場合
補助基準額（案） ： [ P ] 千円

（ⅲ）職員複数配置かつ設置運営基準に基づく放課後児童支援員を配置しない場合
補助基準額（案） ： [ P ] 千円

（ⅳ）職員１名配置かつ設置運営基準に基づく放課後児童支援員を配置しない場合
補助基準額（案） ： [ P ] 千円

② 放課後子ども環境整備事業
ア 放課後児童クラブ設置促進事業
（ア）事業内容

放課後児童クラブ設置促進事業（小学校の余裕教室や民家・アパート等の既存施設の改修、設備の整備・修繕及び
備品の購入を行う事業）の補助を行う。

（イ）補助基準額（案）： [ P ] 千円 （１２，０００千円）

子ども・子育て支援交付金（内閣府所管）：
１，４５３億円の内数（１，３０４億円の内数）
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イ 一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の推進
（ア）事業内容

小学校の余裕教室を改修等して放課後児童クラブを設置するとともに放課後子供教室と一体的に実施する場合に
は、放課後児童クラブ設置促進費及び放課後児童クラブ環境改善費に加えて、一体的に実施する際に必要となる設
備の整備・修繕及び備品の購入に係る経費の上乗せ補助を行う。
［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］

（イ）補助基準（加算）額（案） ： [ P ] 千円 （１，０００千円）

ウ 幼稚園・認定こども園等の活用の促進
（ア）事業内容

幼稚園、認定こども園等を活用して、放課後児童クラブの設置促進を図るために必要となる小学生向けの遊具等を購
入等するための環境改善経費（設備の整備・修繕及び備品の購入）の補助を行う。
［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］

（イ）補助基準額（案） ： [ P ] 千円 （５，０００千円）

③ 放課後児童クラブ障害児受入推進事業
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける障害児の受入れを推進するため、必要となる専門的知識等を有する職員の配置に要する
経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ] 千円 （１，８４７千円）
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④ 放課後児童クラブ運営支援事業
ア 賃借料補助
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の民家・アパート等を活用して放課後児童クラブを平成27年度以降に新たに運営するために必要な賃借料の
補助を行う。
［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］

（イ）補助基準額（案） ： [ P ]千円 （２，９９６千円）

イ 移転関連費用補助
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の民家・アパート等から、より広い場所に放課後児童クラブを移転して、受入児童数を増やすことができるよう、そ
の移転に係る経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ]千円 （２，５００千円）

ウ 土地借料補助
（ア）事業内容

放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るための措置として、待機児童が存在している地域等において、学校
敷地外の土地を活用して、放課後児童クラブを設置する際に必要な土地借料への補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ]千円 （６，１００千円）

（ウ）補助対象：施設整備費の対象となる市町村、社会福祉法人、学校法人、公益法人、株式会社、ＮＰＯ法人等以外の
民間団体等

⑤ 放課後児童クラブ送迎支援事業
（ア）事業内容

授業終了後に学校敷地外の放課後児童クラブに移動する際に、子どもの安全・安心を確保するため、地域において
子どもの健全育成等に関心を持つ高齢者や主婦等の活用等による送迎支援を行うために必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ]千円 （４７９千円） 13



（２）質の向上

① 放課後児童支援員等処遇改善等事業

（ア）事業内容
保育所との開所時間の乖離を縮小し、保育所の利用者が就学後も引き続き放課後児童クラブを円滑に利用できるよ

うに、18時半を超えて開所する放課後児童クラブにおいて、
（ⅰ）家庭、学校等との連絡及び情報交換等を行い、いずれかの業務に従事する職員を配置する場合に、当該職員の

賃金改善に必要な経費の補助を行う。

（ⅱ）または、（ⅰ）に加え、地域との連携、協力等を行い、いずれかの業務に従事する職員を配置し、うち１名以上を常

勤職員とする場合に、当該職員の賃金改善経費を含む常勤職員を配置するために必要な経費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ：（ⅰ） [ P ] 千円 （１，５７５千円） （ⅱ） [ P ] 千円 （３，０１２千円）

② 障害児受入強化推進事業

（ア）事業内容
障害児受入推進事業による職員１名の加配に加え、障害児３人以上の受入れを行う場合に、追加で職員１名を加配

するための経費の補助を行うとともに、医療的ケア児に対する支援に必要な専門職員（看護師等）の配置等に要する経
費の補助を行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ]千円 （１，８４７千円）
※医療的ケア児がいる場合の支援 [ P ]千円 （３，８４７千円）

③ 小規模放課後児童クラブ支援事業

（ア）事業内容
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」では、放課後児童支援員等の２人以上の配置を基本と

しているため、19人以下の小規模クラブについて、複数配置して運営することが可能となるよう、必要な経費の補助を
行う。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ] 千円 （５７５千円）
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④ 放課後児童クラブにおける要支援児童等対応推進事業

（ア）事業内容
放課後児童クラブにおける要支援児童等（要支援児童、要保護児童及びその保護者）の対応や関係機関との連携の

強化等、保護者の状況に応じた相談支援などの業務を行う職員の配置に必要な経費を補助する。

（イ）補助基準額（案） ： [ P ] 千円

（３）その他（放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善）

○ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業

（ア）事業内容
放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員について、勤続年数や研修実績等に応じた賃金改善に要する費用

を補助する。

（ⅰ）放課後児童支援員を対象に年額[ P ] 千円（月額約１万円）

（ⅱ）経験年数が概ね５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を修了した者を対象に（ⅰ）と合わせて

年額[ P ] 千円（月額約２万円））

（ⅲ）（ⅱ）の条件を満たす経験年数が概ね10年以上の事業所長（マネジメント）的立場にある放課後児童支援員を対

象に（ⅱ）と合わせて年額[ P ] 千円（月額約３万円））

（イ）補助基準額（案） ：（ⅰ） [ P ] 千円（１２８千円）［１人当たり年額］

（ⅱ） [ P ] 千円（２５６千円）［１人当たり年額］

（ⅲ） [ P ] 千円（３８４千円）［１人当たり年額］

※１支援の単位あたりの基準額は、 [ P ] 千円を上限とする。
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２．放課後児童クラブ施設整備費 １６６億円（１５７億円）

【令和２年度予算案の内容】

市町村が、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画に位置付けた放課後児童クラブの整備を行うた
めの経費に対する補助を行う。また、待機児童が発生している市区町村等における施設整備費の国庫補助率嵩上げを継続する。

①実施主体：市区町村

②補助対象事業者：市区町村、社会福祉法人、学校法人、公益法人、株式会社、ＮＰＯ法人等

③補助基準額：
ア 新・放課後子ども総合プランに基づく学校敷地内での創設整備の場合 [ P ] 千円（５５，３８６千円）

［（※）次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画への一体型の目標事業量等の記載を補助要件とする。］
イ 上記以外の場合： [ P ] 千円（２７，６９３千円）

④補助率：

注：放課後児童クラブに待機児童が発生している場合等に、補助率の嵩上げを実施（平成28年度～）

子ども・子育て支援整備交付金（内閣府所管）：
１８６億円の内数（１７０億円の内数）

【公立の場合】国：１／３、都道府県１／３、市区町村１／３
【民立の場合】国：２／９、都道府県２／９、市区町村２／９、社会福祉法人等１／３

【公立の場合】国：２／３、都道府県１／６、市区町村１／６
【民立の場合】国：１／２、都道府県１／８、市区町村１／８、社会福祉法人等１／４
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３．放課後児童対策の推進 １１億円の内数（１５億円の内数） ・保育対策総合支援事業費補助金

：３９４億円の内数（３９４億円の内数）

放課後の子どもの居場所の確保や、放課後児童クラブの育成支援の内容の質の向上を図るなど、放課後児童対策を推進
する。

１．児童館、公民館等の既存の社会資源を活用した放課後の子どもの居場所の確保
○ 待機児童が解消するまでの緊急的な措置として、待機児童が10人以上の市町村における放課後児童クラブを利用できない主
として４年生以上の児童を対象に、児童館、公民館、塾、スポーツクラブ等の既存の社会資源を活用し、放課後等に安全で安心
な子どもの居場所を提供する。※実施主体：市区町村 補助基準額（案）： [ P ] 千円（998千円） 補助率：1/3

２．小規模・多機能による放課後の子どもの居場所の確保
○ 地域の実情に応じた放課後の子どもの居場所を提供するため、小規模の放課後児童の預かり事業及び保育所や一時預かり、

地域子育て支援拠点などを組み合わせた小規模・多機能の放課後児童支援を行う。
※実施主体：市区町村 補助基準額（案）：[ P ] 千円（998千円） 補助率：1/3

Ⅰ 子どもの居場所の確保

１．放課後児童クラブの質の向上【「若手保育士や保育事業者等への巡回支援事業」の中で実施】

○ 利用児童の安全確保や、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上が図られるよう、放課後児童クラブを巡回するア
ドバイザーを市区町村等に配置する。 ※実施主体：都道府県、市区町村 補助基準額（案）：[ P ] 千円 （4,064千円） 補助率：1/2

２．放課後児童支援員の人材確保【「保育士・保育所支援センター事業」及び「保育人材確保支援事業」の中で実施】

○ 放課後児童支援員の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するため、保育士・保育所支援センター等において、放
課後児童支援員として就労を希望する者に対し、求人情報の提供や事業者とのマッチングを行う。また、同センターと連携
し、市区町村において就職相談等の支援を行う。※実施主体：都道府県、市区町村 補助基準加算額（案）：[ P ] 千円 （1,161千円）

補助率：1/2

Ⅱ 育成支援の内容の質の向上
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４．放課後児童支援員等研修関係

（１）職員の資質向上・人材確保等研修事業
①放課後児童支援員認定資格研修事業
（ア）事業内容

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基づき、放課後児童クラブに従事する放課後児童支援
員として認定されるために修了が義務づけられている都道府県知事等が行う研修（認定資格研修）を実施するために必要
となる経費の補助を行う。

（イ）実施主体：都道府県、指定都市、中核市 （一部委託可）

（ウ）補助基準額：厚生労働大臣が認めた額

（エ）補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

（オ）その他：放課後児童クラブに従事している者が認定資格研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、
運営費に計上。

②放課後児童支援員等資質向上研修事業

（ア）事業内容
平成27年３月に取りまとめられた「放課後児童クラブに従事する者の研修体系の整理－放課後児童クラブの質の向上の

ための研修企画検討会まとめ－」において、放課後児童支援員等の経験年数やスキルに応じた適時適切な研修体系にし
ていくことが、事業全体の質の向上を図る上でも必要とされていることから、都道府県等が現任の従事者向けの研修を実施
するために必要な経費の補助を行う。

（イ）実施主体：都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）（委託可）

（ウ）補助基準額：厚生労働大臣が認めた額

（エ）補助率：国１／２、都道府県・市区町村１／２

（オ）その他：放課後児童クラブに従事している者が当該研修を受講する際の代替職員の雇上げ等経費については、運営費
に計上

子ども・子育て支援対策推進事業費補助金（職員の資
質向上・人材確保等研修）：

２９億円の内数（３１億円の内数）
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（２）指導者養成等研修事業
○都道府県認定資格研修講師養成研修

（ア）事業内容

都道府県知事等が行う研修（認定資格研修）の講師となる者を養成するため、放課後児童クラブに放課後児童支援
員として従事するために必要なアイデンティティ、役割及び育成支援の内容等の共通の理解とそれを実践する際の基本
的な考え方や心得を共通の認識として持ち、講師としての一定の資質及び水準を確保することを目的として、全国をブ
ロックに分けて本研修を実施する。

（イ）実施主体：国（民間団体に委託して実施）

子ども・子育て支援対策推進事業委託費（指導者養成等研修事業）：
２．５億円の内数（２．４億円の内数）
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１）児童が少ない時間帯（夕方の遅い時間、土日等）のみ、職員１名配置とするクラブについては、現行と同額の補助基準額により補助。

２）児童が少ない時間帯に限らず職員を１名配置とするクラブについては、減額した補助基準額により補助。

地方分権一括法による放課後児童クラブに関する従うべき基準の参酌化（2020年4月施行予定）に伴い、放課後児童クラブ
運営費について、以下のとおり見直しを行う。

Ⅰ 人員配置基準

≪平成30年の地方からの提案等に関する対応方針（抄） （平成30年12月25日 閣議決定）≫

放課後児童クラブの運営費について

６ 義務付け・枠付けの見直し等
【厚生労働省】
（３）児童福祉法（昭22法164）
（ⅰ） 放課後児童健全育成事業（６条の３第２項及び子ども・子育て支援法（平24法65）59条５号）に従事する者及びその員数（34条の８の２第２項）に係

る「従うべき基準」については、現行の基準の内容を「参酌すべき基準」とする。
なお、施行後３年を目途として、その施行の状況を勘案し、放課後児童健全育成事業の質の向上の観点から検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずる。

○放課後児童支援員を配置しないクラブについては、減額した補助基準額により補助。

※基礎資格を有する研修未受講者（2019年度までの経過措置により放課後児童支援員）は、参酌化施行後３年の見直しまでの間
（令和４年度末まで）に研修修了を予定する者も、補助要綱上は放課後児童支援員とみなし、これまでと同様に補助。

Ⅱ 資格要件

○ 放課後児童支援員の配置基準（従うべき基準）
・２人以上の配置（うち１人を除き、補助員の代替可）
・ただし、登録児童数が20人未満の場合は、１人は兼務可

参酌すべき基準

○放課後児童支援員の資格（従うべき基準）
① 保育士、社会福祉士、教員等の基礎資格

＋ ② 16科目、24時間の研修受講義務
参酌すべき基準


